
申請書等様式 
様式第１ （その１）（開発行為許可申請書）（正本） 法第 30 条  

様式第１ （その２）（開発行為許可申請書）（副本） 

様式第１ （その３）（資金計画書 収支計画） 

様式第１ （その４）（資金計画書 年度別資金計画） 

様式第２ （申請者の資力及び信用に関する申告書） 
様式第３ （工事施行者の能力に関する申告書） 
様式第４ （その１）（設計説明書） 

様式第４ （その３）（従前の公共施設一覧表） 
様式第４ （その４）（新設する公共施設一覧表） 
様式第４ （その５）（付け替えに係る公共施設一覧表）     
様式第５ （同意を得たことを証する書類） 
様式第６ （その１）（設計資格に関する申告書）省令第１９条 

様式第６ （その２）（実務・設計経歴書） 

様式第７ （既存の権利者の届）法第３４条第９号 
様式第８ （その１）（開発行為変更許可申請書）（正本） 
様式第８ （その２）（開発行為変更許可申請書）（副本） 

様式第９ （開発行為変更届出書） 

様式第１０（開発行為着手届） 
様式第１１（その１）（建築制限等解除承認申請書）（正本） 

様式第１１（その２）（建築制限等解除承認申請書）（副本） 

様式第１２（その１）（建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特 

          定工作物の新設許可申請書）（正本）法第４３条第１項 

様式第１２（その２）（建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特 

          定工作物の新設許可申請書）（副本） 
様式第１３（その１）（建築物の特例許可申請書）（正本） 

様式第１３（その２）（建築物の特例許可申請書）（副本） 

様式第１４（その１）（予定建築物等以外の建築等許可申請書）（正本） 

様式第１４（その２）（予定建築物等以外の建築等許可申請書）（副本） 
様式第１５（承継届） 
様式第１６（その１）（地位の承継承認申請書）（正本）法第４５条 
様式第１６（その２）（地位の承継承認申請書）（副本） 

様式第１７（開発行為に関する工事の廃止の届出書）法第３８条 省令第３２条 
様式第１８（工事完了届出書）省令第２９条 
様式第１９（公共施設工事完了届出書） 省令第２９条 
様式第２０（その１）（開発行為又は建築に関する証明書の交付申請書）（正本） 
様式第２０（その２）（開発行為又は建築に関する証明書の交付申請書）（副本） 
 



様式第１（その１）         (表)                正  

開 発 行 為 許 可 申 請 書                 

都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を申請します。 

      

      年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

       

開 

 

発 

 

行 

 

為 

 

の 

 

概 

 

要 

１ 

 

開発区域に含まれる地域 

の名称 
 

２ 開 発 区 域 の 面 積            平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 の 用 途             

４ 工 事 施 行者 住 所 氏 名             

５ 工 事 着 手予 定 年 月 日            年   月   日 

６ 工 事 完 了予 定 年 月 日            年   月   日 

７ 

 

 

 

自己の居住の用に供する 

もの、自己の業務の用に 

供するもの、その他のも 

のの別 

 

８ 

 

法第３４条の該当号及び 

該当する理由 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項            
 

※ 受 付 番 号              年   月   日    第   －   号 

※ 許可に付した条件 
１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 

※ 許 可 番 号              年   月   日    第   －   号 

※ 受 付 欄          

※ 手 数 料 欄          

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の 

名称及び代表者の氏名を記載すること。 

２ ※印欄には、記載しないこと。 

３ 「開発区域に含まれる地域の名称」の欄は、字、地番等できるだけ多く列記する 

 こと。 

４ 「開発区域の面積」の欄は、少数第３位を切捨てした数値を記載すること。 

５ 「予定建築物に用途」の欄は、住宅、共同住宅、○○店舗、○○工場、コンクリ 

ートプラント等具体的に列記すること。 

６ 「法第３４条の該当及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調 

整区域内において行われる場合に記載すること。 

７ 「その他必要な事項」の欄は、開発行為を行うことについて、農地法その他の法 

 令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 

８ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第３条第１項の宅地造成工事規 

 制区域内においては、本許可を受けることにより、同法第８条第１項本文の宅地造 

 成に関する工事の許可が不要となる。 



様式第１（その２）         (表)               副  

開 発 行 為 許 可 申 請 書                 

都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を申請します。 

      

      年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

       

開 

 

発 

 

行 

 

為 

 

の 

 

概 

 

要 

１ 

 

開発区域に含まれる地域 

の名称 
 

２ 開 発 区 域 の 面 積            平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 の 用 途             

４ 工 事 施 行者 住 所 氏 名             

５ 工 事 着 手予 定 年 月 日            年   月   日 

６ 工 事 完 了予 定 年 月 日            年   月   日 

    

７ 

 

 

自己の居住の用に供する 

もの、自己の業務の用に 

供するもの、その他のも 

のの別 

 

８ 

 

法第３４条の該当号及び 

該当する理由 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項             

※                           第   ―   号 

                            年   月   日 

 

 

                    東海市長 

 

この申請は、下記の条件をつけて許可します。 

 

記 

 

１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[記入にあたっての注意事項] 

１ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の 

名称及び代表者の氏名を記載すること。 

２ ※印欄には、記載しないこと。 

３ 「開発区域に含まれる地域の名称」の欄は、字、地番等できるだけ多く列記する 

 こと。 

４ 「開発区域の面積」の欄は、少数第３位を切捨てした数値を記載すること。 

５ 「予定建築物に用途」の欄は、住宅、共同住宅、○○店舗、○○工場、コンクリ 

 ートプラント等具体的に列記すること。 

６ 「法第３４条の該当及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調 

 整区域内において行われる場合に記載すること。 

７ 「その他必要な事項」の欄は、開発行為を行うことについて、農地法その他の法 

 令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 

８ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第３条第１項の宅地造成工事規 

 制区域内においては、本許可を受けることにより、同法第８条第１項本文の宅地造 

 成に関する工事の許可が不要となる。 

[許可後の注意事項] 

１ （許可済の表示）工事現場には、所定の許可済の標識を掲げたうえ工事に着手す 

 ること。工事に着手したときは、すみやかに開発行為着手届（様式第１０）に工事 

 工程表（開発区域が１ｈａ未満の場合を除く。）を市長に提出すること。 

２ （開発許可に係る事項の変更）開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る事項 

 を変更しようとするときは、市長に対して、変更許可申請をすること。 

３ （開発許可に関する工事の廃止）開発許可を受けた者は、当該開発行為を廃止し 

 ようとするときは、市長に対して、工事の廃止の届出書（様式第１７）を提出する 

 こと。 

４ （工事完了届）当該開発区域内の工事を完了した場合は、すみやかに、市長に対 

 して工事完了届（様式第１８）を提出すること。 



様式第１（その３） 

(単位 千円) 

 科     目 金     額 

収 

 

 

 

 

 

入 

処 分 収 入            

  宅 地 処 分 収 入            

  ○ ○ ○            

補 助 負 担 金            

  ○ ○ ○            

○ ○ ○            

計  

支 

 

 

 

 

 

 

 

出 

用 地 費            

工 事 費            

  整 地 工 事 費            

  道 路 工 事 費            

  排 水 施 設 工 事 費            

  給 水 施 設 工 事 費            

  ○ ○ ○            

附 帯 工 事 費            

事 務 費            

借 入 金 利 息            

○ ○ ○            

計  

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第１（その４） 

(単位 千円) 

科 目        年 度 年度 年度      計 

支 

 

 

 

 

 

 

 

出 

事 業 費                

   用 地 費                

   工 事 費                

   附 帯 工 事 費                

   事 務 費                

   借 入 金 利 息                

   ○ ○ ○                

借 入 償 還 金                

○ ○ ○                

計      

収 

 

 

 

 

 

 

 

入 

自 己 資 金                

借 入 金                

   ○ ○ ○                

処 分 収 入                

   宅 地 処 分 収 入                

   ○ ○ ○                

補 助 負 担 金                

   ○ ○ ○                

○ ○ ○                

計      

借 入 金 の 借 入 先           
     

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第２             (表) 
申請者の資力及び信用に関する申告書 

年  月  日 

 （あて先）東海市長 
住 所                  
氏 名                  
（名称及び代表者氏名）          

 
 次のとおり申告します。 

設 立 及 び 沿 革 設立     年  月  日 

業 務 の 内 容 
（法令による登録等） 

 
  （                ） 

資 産 の 状 況 
（ 資 本 金 ） 

 
  （            千円） 

納

税

額 

種 類  
 

 年 度 

法人税又は 
所得税 

法人事業税（特

別法人事業税

又は地方法人

特 別 税 を 含

む。）又は個人

事業税 

都道府 
県民税 その他 

年度 
（前年度） 

円 円 円 円 

従 業 員 数     人 

宅

地

造

成

等

の

経

歴 

工事の名称 工事施行者 工事施行場所 面積 施行年度 

     

     

     

     

     

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



(裏） 

[注意事項] 

１ この申告書は、自己の居住または１ｈａ未満の自己の業務の用に供するも 

 のの開発行為の場合は、不要。 

２ 記入欄は、詳しく記入すること。 

３ 「法令による登録」欄は、宅地建物取引業による免許、建設業法による建 

 設業者登録等について記入すること。 

４ 「資産の状況」欄のうち、資本金欄は、個人の場合には不要。 

５ この申告書には、次の書類を添付すること。 

 ・法人の登記簿謄本。ただし、個人の場合は住民票の写し 

 ・法人事業税（特別法人事業税又は地方法人特別税を含む。）又は個人事業税 

  及び都道府県民税の納税証明書 



様式第３             （表） 
工事施行者の能力に関する申告書 

年  月  日 

 （あて先）東海市長 
住 所                  
氏 名                  
（名称及び代表者氏名）          

 
 次のとおり申告します。 
工事施行者の住所及び氏名 
（名称及び代表者氏名） 

 
 

設 立 及 び 沿 革 設立     年  月  日 

業 務 の 内 容 
（法令による登録等） 

 
  （                ） 

資 産 の 状 況 
（ 資 本 金 ） 

 
  （            千円） 

従 業 員 数 事務職   人 技術職   人 計    人 

 
宅

地

造

成

等

の

経

歴 

工事の名称 事 業 主 工事施行場所 面 積 施行

年度 

   ㎡  

     

     

     

     

     

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ この申告書は、自己の居住または１ｈａ未満の自己の業務の用に供するも 

 のの開発行為の場合は、不要。 

２ 記入欄は、詳しく記入すること。 

３ 「法令による登録」欄は、宅地建物取引業による免許、建設業法による建 

 設業者登録等について記入すること。 

４ 「資産の状況」欄のうち、資本金欄は、個人の場合には不要。 

５ この申告書には、次の書類を添付すること。ただし、申請者と工事施工者 

 が同一の場合は除く。 

 ・法人の登記簿謄本。ただし、個人の場合は住民票の写し 

 



様式第４（その１） 

設  計  説  明  書 

設計者の住所及び氏名 

(名称及び代表者氏名) 

 

               電話 （  ）  －     

造成区域に含まれる 

地 域 の 名 称 

 

設
計
方
針 

事 業 の 目 的 
 

基 本 方 針 
 法第 33 条第 1 項 

第 8 号ただし書 
□該当 

工
区
計
画 

工 区 の 名 称 
工 区 面 積 

(平方メートル ) 
着手予定年月日 完了予定年月日 

    

  年  月  日 

 

  年  月  日 

開
発
区
域
内
の
土
地
の
現
況 

区 域 区 分 用途地域 その他の地区及び他の法令による規制 

□市街化区域 

□市街化調整区域 

 

地域 

 

地

目

別

概

要 

区 分 宅 地 農 地 山 林 公共施設用地 その他 計 

面 積 

(平方ﾒｰﾄﾙ) 
      

比 率 

( ﾊ ﾟ ｰ ｾ ﾝ ﾄ ) 
     １００％ 

土

地

利

用

計

画 

区 分 宅 地 
公共の用に供する空地 

その他 計 
道 路 公 園 緑地及び広場 排水施設 

面 積 

(平方ﾒｰﾄﾙ） 
       

比 率 

( ﾊ ﾟ ｰ ｾ ﾝ ﾄ ) 
      １００％ 

接 続 道 路 

巾員(メートル) 延長(メートル) 面積(平方メートル) 

      

予定建築物の用途  区 画 数  

公 共 施 設 の 

整 備 計 画 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 

   ２ □印の箇所は、該当するものにレ印をすること。 

   ３ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ 「事業の目的」欄は、自己の居住又は自己の業務の用に供する建築物及び宅地分譲、 

 建売住宅付分譲、社員住宅等の区分を記入すること。 

２ 「基本方針」欄は、設計上考慮した事項を詳しく記入すること。 

３ ２工区以上になった場合は、工区ごとの設計説明書及び全体の設計説明書を添付す 

 ること。 

４ 「区域区分」の欄は、該当する方にレ印を記入すること。 

５ 「その他の地区及び他の法令による規制」欄は、風致地区、砂防指定地、保安林等 

 の有無について記入すること。 

６ 「公共施設の整備計画」欄は、できるだけ詳しく記入すること。 



様式第４（その３） 

従 前 の 公 共 施 設 一 覧 表 従前の公共施設 有・無 

従 前 の

公 共 施

設 の 名

称 

新 旧 対

照 図 に

付 し た

番 号 

廃止・付

替え・拡

幅 等 の

別 

概     要 管 理 者 
所有

者の

名称 
摘要 

延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

幅 員 
(管径) 
(ﾒｰﾄﾙ) 

面 積 
(平方ﾒｰﾄﾙ) 名 称 

同 意 
の 

有・無 
          

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入すること。 
   ３ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨記入すること。 



様式第４（その４） 

新 設 す る 公 共 施 設 一 覧 表 新設する公共施設 有・無 

新設する

公共施設

の 名 称 

新旧対照

図に付し

た 番 号 

概     要 管 理 者

と な る

べ き 者

の 名 称 

協 議 の

成立・協

議 中 の

別 

用 地 の

帰 属 摘要 
延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

幅 員 
(管径) 
(ﾒｰﾄﾙ) 

面 積 
(平方ﾒｰﾄﾙ) 

         

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入すること。 
   ３ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨記入すること。 
   ４ 拡幅の場合は、従前の公共施設の番号及び幅員等を摘要の欄に記入するこ 
    と。 



様式第４（その５） 

付替えに係る公共施設一覧表 付替えに係る公共施設 有・無 

従 前 の 公 共 施 設 付け替えに係る公共施設 
付替え後におけ

る従前の公共施

設の用地の帰属 
摘 要 

名  称 
新旧対照図

に 付 し た 
番 号 

土地の所

有 者 の 
名 称 

名  称 
新旧対照図

に 付 し た 
番 号 

       

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ 都市計画法第４０条第１項の規定により公共施設の付替えをする場合に 
    記入すること。 
   ３ 付替えに係る公共施設の欄には、従前の公共施設に対応する新設の公共施 
    設の名称及び番号を記入すること。 



様式第５ 

同意を得たことを証する書類 

住    所 

  氏    名 
  （名称及び代表者氏名） 

 都市計画法第 33 条第１項第 14 号の開発行為の施行又は開発行為に関する工事の実

施の妨げとなる権利を有する次の者の同意を得ていることを証します。 

土地又は建築物 
その他の工作物 
の所在及び地番 

地目又は建築 
物その他の工 
作 物 の 種 類 

地   積 
（平方ﾒｰﾄﾙ） 

権利の 
種類 

同意年 
月日 

権利者 
の住所 権利者の氏名 

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

    ・ ・   

摘 要  

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 
[注意事項] 
１ 「地目又は建築物その他工作物の種類」欄は、土地については地目を、建築物その 
 他の工作物については用途を記入すること。 
２ 「権利の種類」欄は、所有権、賃借権等を記入すること。 
３ 共有の場合は「摘要欄」に各権利者の持分を記載すること。 
４ 「権利者の氏名」欄は、各権利者がそれぞれ自署にて記入すること。 



様式第６（その１） 
設 計 資 格 に 関 す る 申 告 書 

 
年  月  日 

 
 （あて先）東海市長 
 

住 所                  
氏 名                  
（名称及び代表者氏名）          

 
 次のとおり、申告します。 
 

設計者の住所

及び氏名 

 
 
 

年  月  日生 

勤務先の所在

地及び名称 

 
 
 

電話 （  ）  －     

設計資格に関係のある最終学歴 

学  校  名 学部及び学科名 修業年限 卒業年月日 

    

設計資格に関係のある登録又は講習 

種   類 登録番号又は終了証番号 登録又は終了年月日 

   

※都市計画法施行規則第１９条の該当資格 
１号 イ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト 

２号  

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ ※印欄には記入しないこと。 



様式第６（その２） 

実 務 ・ 設 計 経 歴 書 

実 
 
 
務 
 
 
経 
 
 
歴 

勤  務  先 
(所在地及び部課名) 

職 務 内 容 
(できるだけ具体的に) 在 職 期 間 

  
 年 月から （年数） 

年 月  年 月まで 

  
 年 月から 

年 月 
 年 月まで 

  
 年 月から 

年 月 
 年 月まで 

  
 年 月から 

年 月 
 年 月まで 

  
 年 月から 

年 月 
 年 月まで 

  
 年 月から 

年 月 
 年 月まで 

  
 年 月から 

年 月 
 年 月まで 

  
 年 月から 

年 月 
 年 月まで 

  計 年  月 

設 
 
計 
 
 
経 
 
 
歴 
 

事 業 主 体 施 行 場 所 面積 
(平方ﾒｰﾄﾙ) 

工事の許認可の

あ っ た 年 月 

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

備考 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 



様式第７ 

既 存 の 権 利 者 の 届 

年  月  日 
 
 （あて先）東海市長 
 

住 所                  
 

氏 名                  
（名称及び代表者氏名）          

 
電 話（   ）   －         

 
次のとおり、土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有しています。 
 
届 出 者 の 職 業 
（法人はその業務内容） 

 

土地の所在及び地番  

土 地 の 地 目 地目  
（農地転用許可  年  月  日  第    号） 

地 積 平方メートル 

権利を有していた目的  

権利の種類及び内容 所有権、所有権以外の権利（         ） 

権 利 の 取 得 年 月 日 年   月   日 

工事着手予定年月日 年   月   日 

備 考  

※受  付  欄 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 
   ２ ※印欄には、記入しないこと。 



様式第８（その１）                          正                         

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書                 

 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

変更許可申請者 住所                  

 

氏名                  

  

 次のとおり、開発行為の変更を許可してください。 

 

開 

発 

行 

為 

の  

変

更

の 

概 

要 

開発区域に含まれる地域             

の名称 
 

開 発 区 域 の 面 積             平方メートル 

予 定 建 築 物 の 用 途              

工 事 施 行 者 住 所 氏 名             

(名称及び代表者氏名)             
 

法第３４条の該当号及び             

該当する理由 
 

そ の 他 必 要 な 事 項              

開発許可年月日及び許可番号                  年  月  日   第   －   号 

変 更 の 理 由                

※ 受 付 番 号                年  月  日   第   －   号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件             
１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 

※ 変 更 の 許 可 の 番 号                年  月  日   第   －   号 

※ 手 数 料 欄             

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ ※欄には、記入しないこと。 



様式第８（その２）                           副  

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書                 

 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

変更許可申請者 住所                  

 

氏名                  

 

 次のとおり、開発行為の変更を許可してください。 

 

開 

発 

行 

為 

の  

変

更

の 

概 

要 

開発区域に含まれる地域             

の名称 

 

開 発 区 域 の 面 積             平方メートル 

予 定 建 築 物 の 用 途              

工 事 施 行 者 住 所 氏 名             

(名称及び代表者氏名)             
 

法第３４条の該当号及び             

該当する理由 
 

そ の 他 必 要 な 事 項              

開発許可年月日及び許可番号                  年  月  日  第   －   号 

変 更 の 理 由                

※  受 付 番 号                年  月  日  第   －   号 

※                              第  －  号 

                               年  月  日 

 

                  東海市長 

 

この申請は、下記の条件をつけて許可します。 

記 

１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ ※欄には、記入しないこと。 



様式第９                      

開 発 行 為 変 更 届 出 書              

 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

 住 所                

 

氏 名                

（名称及び代表者氏名）        

 

電 話（    ）  －       

 

 次のとおり、開発許可を受けた事項を変更しました。 

 

開発許可年月日 

及び許可番号 
年  月  日     第   －   号 

施行区域に含ま 

れる地域の名称 
 

変 

更 

事 
項 

内 

容 

新  

旧  

変更年月日 年   月   日 

変更の理由  

連絡先 

 

 

電話 （  ）  －     

備 考  

※受付欄  

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ ※印欄には、記載しないこと。 



様式第１０                      

 

開 発 行 為 着 手 届             

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

住 所                  

 

氏 名                  

（名称及び代表者氏名）          

 

電 話（   ）   －         

 

次のとおり、開発許可に係る行為に着手しました。 

 

開発許可年月日及び許可番号                  年  月  日   第  －   号 

開 発 区 域 に 含 ま れ る 地 域               

 の名称 
 

着手年月日及び完了予定年月日               
  着手       年   月   日 

  完了予定     年   月   日 

工

事

施

工

者

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

住 所              

氏 名             

（名称及び代表者氏名）              

連 絡 場 所             

 

 

電話 （  ）  －     

現 場 監 理 者 氏 名              

備         考  

※ 受 付 欄               

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ ※印欄には記入しないこと。 



様式第１１（その１）        （表）               正  

 

建築制限等解除承認申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

承認申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

 

次のとおり、建築制限等の解除を承認してください。 

 

開 発 許 可 年 月 日               

及 び 許 可 番 号               
   年  月  日   第  －   号 

開 発 区 域 に 含 ま れ る               

地 域 の 名 称                
 

開 発 行 為 の 工 事 完 了               

予 定 年 月 日               
      年   月   日完了予定 

建 築 物 又 は 特 定 工 作 物 の              

建 築 等 完 了 予 定 年 月 日               
      年   月   日完了予定 

予 定 建 築 物 等 の 用 途                

建 築 制 限 解 除 の 理 由                

備 考                

※ 受 付 欄               

※ 承 認 年 月 日 及 び 番 号                 年  月  日   第  －   号 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には記入しないこと。 

２ この申請書には、土地利用計画図を添付すること。 

 土地利用計画図 

明示すべき事項 縮尺 

開発区域の境界、公共施設の位置及び形状、予定建築物等

の敷地の形状、敷地に係る予定建築物等の用途及び公益的

施設の位置 

１／１０００以上のもの 

 



様式第１１（その２）        （表）               副  

 
建築制限等解除承認申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

承認申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

 

次のとおり、建築制限等の解除を承認してください。 

 

開 発 許 可 年 月 日               

及 び 許 可 番 号               
   年  月  日   第  －   号 

開 発 区 域 に 含 ま れ る               

地 域 の 名 称               
 

開 発 行 為 の 工 事 完 了               

予 定 年 月 日               
      年   月   日完了予定 

建 築 物 又 は 特 定 工 作 物 の              

建 築 等 完 了 予 定 年 月 日               
      年   月   日完了予定 

予 定 建 築 物 等 の 用 途                

建 築 制 限 解 除 の 理 由                

備            考  

                              第  －  号 

                              年  月  日 

 

東海市長            

 

 この申請は、下記の条件をつけて承認します。 

 

記 

 

１ 開発区域について建築に関する工事に必要な造成が完了していること。 

２ 同上工事に支障がないよう必要な排水、水路、道路及び進入路を整備すること 

３ 都市計画法第３６条第３項の規定による工事完了の公告があるまで建築物を使用 

 しないこと。 
備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には記入しないこと。 

２ この申請書には、土地利用計画図を添付すること。 

 土地利用計画図 

明示すべき事項 縮尺 

開発区域の境界、公共施設の位置及び形状、予定建築物等

の敷地の形状、敷地に係る予定建築物等の用途及び公益的

施設の位置 

１／１０００以上のもの 

 



様式第１２（その１）        (表)                  正  

     建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種 

     特定工作物の新築許可申請書 

都市計画法第４３条第１項の規定により、 
 建 築 物         

 第一種特定工作物 

の 

新 築      

の許可を申請します。 

 

改 築       

用途の変更  

新 設       

      

       年   月   日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

 
１ 

 

建築物を建築しようとする土地、用途

の変更をしようとする建築物の存する

土地又は第一種特定工作物を新設しよ

うとする土地の所在、地番、地目及び

面積 平方メートル 
２ 建築しようとする建築物、用途の変更

後の建築物又は新設しようとする第一

種特定工作物の用途 

 

３ 改築又は用途の変更をしようとする場

合は、既存の建築物の用途 
 

４ 建築しようとする建築物、用途の変更

後の建築物又は新設しようとする第一

種特定工作物が法第34条第１号から第

10号まで又は令第36条第1項第３号ロ

からホまでのいずれかの建築物又は第

一種特定工作物に該当するかの記載及

びその理由 

 

５ そ の 他 必 要 な 事 項                

 ※ 受 付 番 号                 年  月  日   第  －  号 

 ※ 許 可 に 付 し た 条 件              

１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 ※ 許 可 番 号                 年  月  日   第  －  号 

 備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

    ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ １の欄の「土地の面積」の欄は、少数第３位を切捨てた数値を記載すること。 

３ ２の欄の「建築物又は第一種特定工作物の用途」の欄は、住宅、共同住宅、○○ 

 店舗、○○工場、コンクリートプラント等具体的に列記すること。 

４ 「その他必要な事項」の欄は、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一 

 種特定工作物の新築をすることについて、農地法その他の法令による許可、認可等 

 を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 

５ この申請書には、次の図面を添付すること。 

  付近見取図             縮尺 2,500 分の 1 以上のもの 

  敷地現況図             縮尺 200 分の 1以上のもの 

  建築物又は特定工作物の各階平面図  縮尺 200 分の 1以上のもの 

  建築物又は特定工作物の立面図    縮尺 200 分の 1以上のもの 

  その他市長が必要と認める図面    縮尺 200 分の 1以上のもの 

６ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の 

 氏名を記載すること。 

 



様式第１２（その２）        (表)                  副  

     建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種 

     特定工作物の新築許可申請書 

都市計画法第４３条第１項の規定により、 
 建 築 物         

 第一種特定工作物 

の 

新 築      

の許可を申請します。 

 

改 築       

用途の変更  

新 設       

      

       年   月   日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

 
１ 

 

建築物を建築しようとする土地、用途

の変更をしようとする建築物の存する

土地又は第一種特定工作物を新設しよ

うとする土地の所在、地番、地目及び

面積 平方メートル 
２ 建築しようとする建築物、用途の変更

後の建築物又は新設しようとする第一

種特定工作物の用途 
 

３ 改築又は用途の変更をしようとする場

合は、既存の建築物の用途 
 

４ 建築しようとする建築物、用途の変更

後の建築物又は新設しようとする第一

種特定工作物が法第34条第１号から第

10号まで又は令第36条第1項第３号ロ

からホまでのいずれかの建築物又は第

一種特定工作物に該当するかの記載及

びその理由 

 

５ そ の 他 必 要 な 事 項                

※                              第  －  号 

                               年  月  日 

 

                      東海市長  鈴 木 淳 雄 

この申請は、下記の条件をつけて許可します。 

記 

 １ 工事中の災害防止に万全を期すること。   

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  

    ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ １の欄の「土地の面積」の欄は、少数第３位を切捨てた数値を記載すること。 

３ ２の欄の「建築物又は第一種特定工作物の用途」の欄は、住宅、共同住宅、○○ 

 店舗、○○工場、コンクリートプラント等具体的に列記すること。 

４ 「その他必要な事項」の欄は、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一 

 種特定工作物の新築をすることについて、農地法その他の法令による許可、認可等 

 を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 

５ この申請書には、次の図面を添付すること。 

  付近見取図             縮尺 2,500 分の 1 以上のもの 

  敷地現況図             縮尺 200 分の 1以上のもの 

  建築物又は特定工作物の各階平面図  縮尺 200 分の 1以上のもの 

  建築物又は特定工作物の立面図    縮尺 200 分の 1以上のもの 

  その他市長が必要と認める図面    縮尺 200 分の 1以上のもの 

６ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の 

 氏名を記載すること。 

[許可後の注意事項] 

１ （建築許可に係る事項の変更）建築許可を受けた者は、当該建築許可に係る事項 

 を変更したときは、市長に対して、建築許可変更届書（任意様式）を提出すること。 

２ （建築許可に関する工事の廃止）建築許可を受けた者は、当該建築行為を廃止し 

 たときは、市長に対して、建築許可廃止届出書（任意様式）を提出すること。 

 



様式第１３（その１）        （表）               正  

 

建築物の特例許可申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

           敷地  

 次のとおり、建築物の構造について、許可をしてください。 

           設備 

建築物を建築しようとする              

土 地 の 所 在 及 び 地 番                

 

敷 地 の 面 積               平方メートル 

建 築 の 面 積               平方メートル 

予 定 建 築 物 の 用 途                

申 請 の 理 由                

備 考                   

※  受 付 年 月 日 、 番 号                年  月  日   第   －   号 

※  許 可 年 月 日 、 番 号                年  月  日   第   －   号 

※ 受 付 欄               

※ 手 数 料 欄               

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ （敷地、構造及び設備）は、該当するものを  で囲むこと。 

３ この申請書には、次の図面を添付すること。 

 ⑴ 付近見取図（方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示） 

 ⑵ 敷地内配置図（敷地境界、建築物の位置、がけ及び擁壁の位置並びに排水施設 

  の位置、種類、水の流れの方向、吐口の位置及び放流先の名称を明示） 

                       ……縮尺５００分の１以上のもの 

 ⑶ 建築物の各階平面図           ……縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑷ 建築物の立面図             ……縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑸ その他市長が必要と認めた図面 



様式第１３（その２）        （表）               副  

 

建築物の特例許可申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

           敷地  

 次のとおり、建築物の構造について、許可をしてください。 

           設備 

建築物を建築しようとする              

土 地 の 所 在 及 び 地 番               

 

敷 地 の 面 積               平方メートル 

建 築 の 面 積               平方メートル 

予 定 建 築 物 の 用 途                

申 請 の 理 由                

備 考                

※                              第  －  号 

                               年  月  日 

 

                    東海市長 

 

この申請は、下記の条件をつけて許可します。 

 

記 

 

１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ （敷地、構造及び設備）は、該当するものを  で囲むこと。 

３ この申請書には、次の図面を添付すること。 

 ⑴ 付近見取図（方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示） 

 ⑵ 敷地内配置図（敷地境界、建築物の位置、がけ及び擁壁の位置並びに排水施設 

  の位置、種類、水の流れの方向、吐口の位置及び放流先の名称を明示） 

                         縮尺５００分の１以上のもの 

 ⑶ 建築物の各階平面図             縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑷ 建築物の立面図               縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑸ その他市長が必要と認めた図面 



様式第１４（その１）                          正  

 

予定建築物等以外の建築等許可申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

        新 築      

        新 設      

 次のとおり、 改 築      を許可してください。 

        用途の変更 

開発許可年月日及び許可番号                  年  月  日   第   －   号 

土 地 の 所 在 及 び 地 番               平方メートル 

新築、新設、改築又は用途               

の変更前の建築物又は特定               

工 作 物 の 用 途                

 

新築、新設、改築又は用途               

の変更後の建築物又は特定               

工 作 物 の 用 途               

 

変 更 の 理 由                

工 事 予 定 期 間               
      年   月   日 から   

      年   月   日 まで  

備            考  

※ 許 可 年 月 日 、 番 号                年  月  日   第   －   号 

※ 受 付 欄              

※ 手 数 料 欄              

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ （新築、新設、改築及び用途変更）は、該当するものを  で囲むこと。 

３ この申請書には、次の図面を添付すること。 

 ⑴ 付近見取図（方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示） 

 ⑵ 敷地内配置図（敷地境界、建築物の位置、がけ及び擁壁の位置並びに排水施設 

  の位置、種類、水の流れの方向、吐口の位置及び放流先の名称を明示） 

                         縮尺５００分の１以上のもの 

 ⑶ 建築物の各階平面図             縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑷ 建築物の立面図               縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑸ その他市長が必要と認めた図面 



様式第１４（その２）        （表）               副  

 

予定建築物等以外の建築等許可申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

許可申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

        新 築      

        新 設      

 次のとおり、 改 築      を許可してください。 

        用途の変更 

開発許可年月日及び許可番号                  年  月  日   第   －   号 

土 地 の 所 在 及 び 地 番               平方メートル 

新築、新設、改築又は用途               

の変更前の建築物又は特定               

工 作 物 の 用 途                

 

新築、新設、改築又は用途               

の変更後の建築物又は特定               

工 作 物 の 用 途               

 

変 更 の 理 由                

工 事 予 定 期 間               
      年   月   日 から   

      年   月   日 まで  

備            考  

※                              第  －  号 

年  月  日 

 

                      東海市長 

 

この申請は、下記の条件をつけて許可します。 

 

記 

 

１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ （新築、新設、改築及び用途変更）は、該当するものを  で囲むこと。 

３ この申請書には、次の図面を添付すること。 

 ⑴ 付近見取図（方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示） 

 ⑵ 敷地内配置図（敷地境界、建築物の位置、がけ及び擁壁の位置並びに排水施設 

  の位置、種類、水の流れの方向、吐口の位置及び放流先の名称を明示） 

                         縮尺５００分の１以上のもの 

 ⑶ 建築物の各階平面図             縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑷ 建築物の立面図               縮尺２００分の１以上のもの 

 ⑸ その他市長が必要と認めた図面 



様式第１５                      

 

承 継 届           

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

 住 所                  

 

氏 名                  

（名称及び代表者氏名）          

 

電 話（   ）   －         

 
開 発 

建 築 

 

次のとおり、 等許可に基づく地位を承継しました。 

  

許 可 年 月 日 及 び 許 可 番 号                   年  月  日   第  －   号 

施行地域に含まれる地域の名称                 

被 承 継 人 の 住 所 及 び 氏 名                

（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）                
 

承 継 の 原 因                 

権 原 の 取 得 年 月 日                   年   月   日 

工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名                

（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）                
 

※ 受 付 欄               

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ ※印欄には記入しないこと。 

   ３ 承継をしたことを証する書類を添付すること。 



様式第１６（その１）        （表）               正  

 

開発許可に基づく地位の承継承認申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

承認申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

 

次のとおり、地位を承継したいので、承認してください。 

 

開発許可年月日及び許可番号                   年  月  日   第  －   号 

開発区域に含まれる地域の名称                 

被 承 継 人 の 住 所 及 び 氏 名               

（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）                
 

承 継 の 原 因                 

工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名               

（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）                
 

※ 受 付 欄               

※ 承 認 年 月 日 、 番 号                 年  月  日   第  －   号 

※ 手 数 料 欄               

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ この申請書には、次の図面を添付すること。 

 ⑴ 土地の所有者その他開発行為に関する工事を施行する権限を取得したことを証 

  する書類 

 ⑵ 省令第十六条第五項に定める資金計画書（様式第１（その３）及び様式第１（そ 

  の４）） 

 ⑶ 省令十七条第一項第三号に掲げる開発行為施行同意書（様式第５） 

 ⑷ 申請者の資力及び信用に関する申告書（様式第２）及び工事施行者の能力に関 

  する申告書（様式第３） 

 ⑸ その他市長が必要と認める図書 



様式第１６（その２）        （表）               副  

 

開発許可に基づく地位の承継承認申請書 

年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

 

承認申請者 住所                  

 

氏名                  

（名称及び代表者氏名）         

 

電話（   ）   －         

 

次のとおり、地位を承継したいので、承認してください。 

 

開発許可年月日及び許可番号                   年  月  日   第  －   号 

開発区域に含まれる地域の名称                 

被 承 継 人 の 住 所 及 び 氏 名               

（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）                
 

承 継 の 原 因                 

工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名               

（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）                
 

※                              第  －  号 

年  月  日 

 

                   東海市長 

 

この申請は、下記の条件をつけて承認します。 

 

記 

 

１ 工事中の災害防止に万全を期すること。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ この申請書には、次の図面を添付すること。 

 ⑴ 土地の所有者その他開発行為に関する工事を施行する権限を取得したことを証 

  する書類 

 ⑵ 省令第十六条第五項に定める資金計画書（様式第１（その３）及び様式第１（そ 

  の４）） 

 ⑶ 省令十七条第一項第三号に掲げる開発行為施行同意書（様式第５） 

 ⑷ 申請者の資力及び信用に関する申告書（様式第２）及び工事施行者の能力に関 

  する申告書（様式第３） 

 ⑸ その他市長が必要と認める図書 

 



様式第１７ 

開発行為に関する工事の廃止の届出書 

                               年  月  日 

 

（あて先）東海市長 

 

               届出者 住所 

                   氏名                

 

 都市計画法第３８条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号     年 

  月  日    第  －  号）を下記のとおり廃止しましたので、届出ます。 

記 

１ 開発行為に関する工事を廃止した年月日 

     年   月   日 

２ 開発行為に関する工事の廃止に係る地域の名称 

   

３ 開発行為に関する工事の廃止に係る地域の面積 

   

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名 

 を記載すること。 

２ この届出書には、次の図書を添付すること。 

 ⑴ 当該開発行為に関する工事の廃止の理由及び廃止に伴う措置を記載した書類 

 ⑵ 廃止時の当該土地の現況図（工事に着手している場合） 

                     ……縮尺２５００分の１以上のもの 

 ⑶ 当該工事の廃止に係る地域を明示した図面 

                     ……縮尺１０００分の１以上のもの 



様式第１８ 

工 事 完 了 届 出 書           

  年  月  日 

 

（あて先） 東海市長 

  

届出者 住所                 

氏名                 

 

 都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号   年 

  月  日    第  －  号）が下記のとおり完了しましたので、届出ます。 

記 

１ 工 事 完 了 年 月 日                    年  月  日 

２ 工事を完了した開発区域又は   

  工区に含まれる地域の名称 

※ 受 付 番 号              年   月   日    第  －  号 

※ 検 査 年 月 日                   年   月   日 

※ 検 査 結 果          合         否 

※ 検 査 済 証 年 月 日              年   月   日    第  －  号 

※ 工事完了公告年月日          年   月   日 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名 

 を記載すること。 

２ ※印のある欄は、記載しないこと。 

３ この届出書には、次の図書を添付すること。 

 ⑴ 確定平面図               ……縮尺１０００分の１以上のもの 

 ⑵ 公共施設表示図                ……縮尺５００分の１以上のもの 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類    



様式第１９ 

公共施設工事完了届出書 

  年  月  日 

 

（あて先）東海市長 

 

届出者 住所                 

氏名                 

 

 都市計画法第３６条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号  年 

   月  日  第  －  号）が下記のとおり完了しましたので、届出ます。 

記 

１ 工 事 完 了 年 月 日                 年   月   日 

２ 工事を完了した公共施設   

  が存する開発区域 

３ 工事を完了した公共施設   

※ 受 付 番 号              年   月   日    第  －  号 

※ 検 査 年 月 日                   年   月   日 

※ 検 査 結 果          合         否 

※ 検 査 済 証 年 月 日              年   月   日    第  －  号 

※ 工事完了公告年月日          年   月   日 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入すること。 



（裏） 

[注意事項] 

１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名 

 を記載すること。 

２ ※印のある欄は、記載しないこと。 

３ この届出書には、次の図書を添付すること。 

⑴ 確定平面図               ……縮尺１０００分の１以上のもの 

⑵ 公共施設表示図                ……縮尺５００分の１以上のもの 

⑶ その他市長が必要と認める書類 



様式第２０（その１）          (表)                  正  
 

開 発 行 為 又 は 建 築 に 関 す る 証 明 書 の 交 付 申 請 書 
 

    年   月   日 

（あて先） 東海市長 

住 所                  

 

氏 名                  

（名称及び代表者氏名）          

 

電 話（   ）   －         
 

下記のものについて、建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項（同法第８８条第１項又は第２項において 

                                          第２９条第１項 

                                          第２９条第２項 
                                          第３５条の２第１項 

準用する場合を含む。)の規定に基づき建築の確認済証の交付を受けたいので、都市計画法 第４１条第２項 
                                          第４２条第１項 
                                          第４３条第１項 
                                          第５３条第１項 
の規定に適合している旨の証明書を交付してください。 

建物 

築の 

物計 

又画 

はの 

工概 

作要 

計画に係る土地の 

所在、地番及び面積 

 

平方メートル 

用 途  

構 造  

工 事 の 種 別  

面 積 平方メートル 

都 

市 

計 

画 

法 

の 

許 

可 

等 

の 

概 

要 

許 可 等 の 種 別 

□法第２９条第１項の許可    □法第２９条第１項ただし書 

□法第２９条第２項の許可    □法第２９条第２項ただし書 

□法第３５条の２第１項の許可  □法第４１条第２項の許可 

□法第４２条第１項の許可    □法第４３条第１項の許可 

□法第４３条第１項ただし書   □法第５３条第１項の許可 

□法第５３条第１項ただし書 

許 可 等 を 

受 け た 者 の 住 所 

及び氏名（名称） 

 

許 可 等 を 受 け た 

土地に含まれる地番 
 

許 可 等 の 年 月 日 
及 び 番 号     年   月   日     第      号 

備 考  

※ 

決 

裁 

欄 

 

※ 

受 

付 

欄 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入してください。



（裏） 

［注意事項］ 

１ （第２９条第１項、第２９条第２項、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第

４２条第１項、第４３条第１項、第５３条第１項）は、不用なものを二重線で削除す

ること。 

２ □印の箇所は、該当するものにレ印をすること。 

３ 「都市計画法の許可等の概要」欄の「許可等の種別」が法第２９条第１項ただし

書、第２９条第２項ただし書、第４３条第１項ただし書又は第５３条第１項ただし書

に該当する場合にあつては、同欄の「許可等を受けた者の住所及び氏名（名称）」及

び「許可等を受けた土地に含まれる地番」の記載不要。 

４ 「備考」欄には、その他必要な事項を記入すること。 

５ ※印欄には記入しないでください。 

６ この申請には、次の図書を添付すること。 

⑴ 建築計画概要書等の写し 

⑵ 付近見取り図 

⑶ 公図の写し 

⑷ 地積測量図等又は、三斜求積表 

⑸ 土地登記簿謄本 

⑹ 理由書（経過理由書等） 

⑺ その他市長が必要と認める図書 



様式第２０（その１）          (表)                  副  
 

開 発 行 為 又 は 建 築 に 関 す る 証 明 書 の 交 付 申 請 書 
 

    年   月   日 

（あて先） 東海市長 

住 所                  

 

氏 名                  

（名称及び代表者氏名）          

 

電 話（   ）   －         
 

下記のものについて、建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項（同法第８８条第１項又は第２項において 

                                          第２９条第１項 

                                          第２９条第２項 
                                          第３５条の２第１項 

準用する場合を含む。)の規定に基づき建築の確認済証の交付を受けたいので、都市計画法 第４１条第２項 
                                          第４２条第１項 
                                          第４３条第１項 
                                          第５３条第１項 
の規定に適合している旨の証明書を交付してください。 

建物 

築の 

物計 

又画 

はの 

工概 

作要 

計画に係る土地の 

所在、地番及び面積 

 

平方メートル 

用 途  

構 造  

工 事 の 種 別  

面 積 平方メートル 

都 

市 

計 

画 

法 

の 

許 

可 

等 

の 

概 

要 

許 可 等 の 種 別 

□法第２９条第１項の許可    □法第２９条第１項ただし書 

□法第２９条第２項の許可    □法第２９条第２項ただし書 

□法第３５条の２第１項の許可  □法第４１条第２項の許可 

□法第４２条第１項の許可    □法第４３条第１項の許可 

□法第４３条第１項ただし書   □法第５３条第１項の許可 

□法第５３条第１項ただし書 

許 可 等 を 

受 け た 者 の 住 所 

及び氏名（名称） 

 

許 可 等 を 受 け た 

土地に含まれる地番 
 

許 可 等 の 年 月 日 
及 び 番 号     年   月   日     第      号 

備 考  

※                                第       号 

                                 年   月   日 

 

上記の内容については、都市計画法第  条第  項に適合していることを証明します。 

 

東海市長 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 裏面をよく読んでから記入してください。 



（裏） 

［注意事項］ 

１ （第２９条第１項、第２９条第２項、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第

４２条第１項、第４３条第１項、第５３条第１項）は、不用なものを二重線で削除す

ること。 

２ □印の箇所は、該当するものにレ印をすること。 

３ 「都市計画法の許可等の概要」欄の「許可等の種別」が法第２９条第１項ただし

書、第２９条第２項ただし書、第４３条第１項ただし書又は第５３条第１項ただし書

に該当する場合にあつては、同欄の「許可等を受けた者の住所及び氏名（名称）」及

び「許可等を受けた土地に含まれる地番」の記載不要。 

４ 「備考」欄には、その他必要な事項を記入すること。 

５ ※印欄には記入しないでください。 

６ この申請には、次の図書を添付すること。 

⑴ 建築計画概要書等の写し 

⑵ 付近見取り図 

⑶ 公図の写し 

⑷ 地積測量図等又は、三斜求積表 

⑸ 土地登記簿謄本 

⑹ 理由書（経過理由書等） 

⑺ その他市長が必要と認める図書 

 




